
①事前相談・要件確認　※随時受付

③売買会議（契約書類押印・提出等）

④審査・
認可・公告

⑤所有権
移転手続き

受
け
手

農
業
委
員
会

・　
公
社
・　
県

②契約
書類作成

所有権移転完了まで5カ月程度

宮崎市農業委員会事務局へ
ご相談ください！

☎（０９８５）２１－１７８４
（第４庁舎７階）

農地を売買・貸借等する場合には農業委員会等の許可が必要です（許可を受けない場合は、法的効
力が生じません）。
耕作目的での農地の権利移動の手続きは「農地中間管理事業の推進に関する法律（機構法）」
または「農地法第３条」のいずれかとなります。

出し手と受け手の相対の契約（売買・贈与・
交換）です。

①事前相談・要件確認　※随時受付

②申請書類作成・提出
※受付期間：
毎月11～17日の開庁日

③審査・
許可

④所有権移転手続き

受
け
手

農
業
委
員
会

許可まで1カ月程度

対象地

売買価格

メリット

市街化区域を除く農地。

地域の相場であること。
別途、売買価格の2.5%の手数料を出し
手・受け手ともに公社へ支払う。

・書類作成等の事務を農業委員会がサ
ポート。　　　　

全ての農地（市街化区域を含む）。

出し手・受け手による相対での価格決定。

・許可までの期間が短い。

流れ

宮崎県農業振興公社（農地バンク）が出し
手（所有者）と受け手（耕作者）の間に入る
契約（贈与除く）です。地域計画の設定のあ
る地域は、本事業の活用が推奨されます。　

・譲渡所得800万円の特別控除
あり（青地の場合）。

・所有権移転登記の手続きを公
社が代行する。
・所有権移転登記手数料の軽減
あり（青地の場合）。

※地域計画とは？地域の農業者等の話し合いによる将
来の農地利用の姿を目標地図として明確化するもの。
農地バンクを通じた農地の集約化を推進している。

農地中間管理事業(特例事業) 農地法３条

農地の売買の手続きのご案内

受
け
手

即売りタイプ


